
 

  

  

  

  

Ⅰ 平成２７年度予算概算要求総括表 
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（単位：億円） 

 

（注１）平成 26 年度予算額は当初予算額である。  

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

（注３）平成 26 年度予算額及び平成 27 年度要求額には、Ｂ型肝炎の給付金等支給経費（26 年度 ５７２億円、 

27 年度要求 ５７２億円）を含む。 

 

 

○ 税制抜本改革法に基づく消費税率の引上げについては、同法附則第 18 条に則って、経済

状況等を総合的に勘案して判断を行うこととされている。 

 

○ 税制抜本改革に伴う社会保障の充実及び消費税率の引上げに伴う支出の増については、上

記の判断を踏まえて、予算編成過程で検討する。 

また、①医療保険制度改革、②報酬改定（介護、障害福祉サービス）、③生活困窮者自立

支援制度の実施に伴う経費等、④過去の年金国庫負担繰り延べの返済、⑤雇用保険制度・求

職者支援制度の国庫負担の本則戻し、などについても予算編成過程で検討する。 

区  分 

平 成 2 6 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 2 7 年 度

要 求 ・ 要 望 額

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）) 

増△減率 

 

(Ｃ)／(Ａ)

一 般 会 計 

 

３０７，４３０

 

 

３１６，６８８

 

９，２５８ ３．０％

 

うち 

年 金 ･ 医 療 等 

に 係 る 経 費 

２９０，４０４ ２９８，５５８ ８，１５５ ２．８％

うち 

新しい日本のための

優先課題推進枠 

－ ２，４４３ ２，４４３ ― 

平平成成 2277 年年度度  厚厚生生労労働働省省予予算算概概算算要要求求総総括括表表  

一般会計 
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（単位：億円）  

 
 
（注１）平成 26 年度予算額は、当初予算額である。 

（注２）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額で

ある。 

（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 
 

 

 

 

 

 

区  分  

平 成 2 6 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 2 7 年 度

要 求 額

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 

 

（Ｃ）／（Ａ）

労 働 保 険 

特 別 会 計 
３７，０００ ３７，３１０ ３１０ ０．８％

年    金 

特 別 会 計 
５６９，９７８ ６００，８４９ ３０，８７１ ５．４％

東日本大震災復興 

特 別 会 計 
４８４ １，２３１ ７４７ １５４．３％

特別会計 
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新
し
い
日
本
の
た
め
の

 
優
先
課
題
推
進
枠

 

骨
太
の
方
針
・
成
長
戦
略
等
を

 
踏
ま
え
た
諸
課
題
に
つ
い
て
要
望

 
税
収
等
や
歳
出
の
動
向

 
 

 
 

 
 

 
を
踏
ま
え
措
置

 
 

（
要
求
と
と
も
に
要
望
を
行
い
、

 
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討
）
 

税
制
抜
本
改
革
に
伴
う

 
社
会
保
障
の
充
実

 ※
２

 

※
１

 
地
方
交
付
税
交
付
金
等
に
つ
い
て
は
、
「
中
期
財
政
計
画
」
と
の
整
合
性
に
留
意
し
つ
つ
要
求
。
義
務
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
国
勢
調
査
経
費
の
増
な
ど
の
特
殊
要
因
に
つ
い
て
は
加
減
算
。

 
 

 
 
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計
へ
の
繰
入
は
、
既
定
の
方
針
に
従
っ
て
所
要
額
を
要
求
。

 
※
２

 
税
制
抜
本
改
革
法
に
基
づ
く
消
費
税
率
の
引
上
げ
は
附
則

18
条
に
則
っ
て
判
断
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

 

平
成

２
７
年

度
予

算
の
概

算
要

求
に
当

た
っ
て
の
基

本
的

な
方

針
に
つ
い
て

 

自
然
増

 0
.8
兆
円

 

▲
10
％

 

26
年
度

 
予
算
額

 
72

.6
兆
円

 

16
.1
兆
円

 
29

.3
兆
円

 
14

.7
兆
円

 
12

.4
兆
円

 

要
望
基
礎
額

 

地
方
交
付
税

 
交
付
金
等

 
年
金
・
医
療
等

 
裁
量
的
経
費

 
義
務
的
経
費

 

聖
域
を
設
け
る
こ
と
な
く
、
施
策
・
制
度
の
抜
本
的
見
直
し

 

（
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討
）
 

要
望
（
要
望
基
礎
額
の

30
％
）
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新
し

い
日

本
の

た
め

の
 

優
先

課
題

推
進

枠
 

2
,
4
4
3
億

円
 

平
成

27
年
度
 
厚
生
労
働
省
概
算
要
求
の
フ
レ
ー
ム
 

自
然

増
 

8
,
2
0
0
億

円
 

   

  

 

義
務

的
経

費

 

注
１
 
税

制
抜

本
改
革
法
に
基
づ
く
消
費
税
率

の
引

上
げ

に
つ

い
て

は
、

同
法

附
則

第
１

８
条

に
則

っ
て

、
経

済
状

況
等

を
総

合
的

に
勘
案
し
て
判
断
を
行
う
こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
 

 

注
２

 
税
制

抜
本
改
革
に
伴
う
社
会
保
障
の

充
実

及
び

消
費

税
率

の
引

上
げ

に
伴

う
支

出
の

増
に

つ
い

て
は

、
上

記
の

 

判
断

を
踏

ま
え
て
、
予
算
編
成
過
程
で
検

討
す

る
。

 

ま
た
、

①
医
療
保
険
制
度
改
革
、
②
報

酬
改

定
（

介
護

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
）
、

③
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

制
 

度
の

実
施

に
伴
う
経
費
等
、
④
過
去
の
年

金
国

庫
負

担
繰

り
延

べ
の

返
済

、
⑤

雇
用

保
険

制
度

・
求

職
者

支
援

制
度

の
国

庫
負

担
の
本
則
戻
し
、
な
ど
に
つ
い

て
も

予
算

編
成

過
程

で
検

討
す

る
。

 

 

裁
量

的
経

費
 

公
共
事
業
関
係
費
 

 

そ
の
他
の
経
費

 

１
０

％
 

年
金

・
医

療
等

に
係

る
経

費
 

（
要

望
基

礎
額

の
3
0
％

）

<
要

望
基

礎
額

>
 

 
税

制
抜

本
改

革
に

伴
う

社
会

保
障

の
充

実

（
予

算
編

成
過

程
に

お
い

て
検

討
）

 

＜
別
枠
で
要
求
す
る
も
の
＞
 

○
 

東
日
本
大
震
災
復
旧
・
復
興
経
費
 

○
 

Ｂ
型
肝
炎
の
給
付
金
等
支
給
経
費
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